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研究要旨 高齢化が進む中、認知症を併存したがん患者が増加している。認
知症患者が持つ、認知機能の低下、周辺症状などのため、患者・家族が望ん
だ場所で療養生活を送ることが難しい状況にある。今回われわれは、わが国
における認知症を併存したがん患者のエンド・オブ・ライフ・ケアを明らか
にするための一つの基礎資料として、認知症合併がん患者の緩和ケア病棟の
受け入れ状況について調査を実施した。また、意思決定能力の低下に備えて
あらかじめ、医療・ケアについて話し合う、アドバンスケアプランニングの
コミュニケーションプログラムの開発を行った。 

 
 
A．研究目的 
高齢化が進む中、認知症を併存したがん患

者が増加している。認知症患者が持つ、認知
機能の低下、周辺症状などのため、患者・家
族が望んだ場所で療養生活を送ることが難し
い状況にある。今回われわれは、わが国にお
ける認知症を併存したがん患者のエンド・オ
ブ・ライフ・ケアを明らかにするための一つ
の基礎資料として、認知症合併がん患者の緩
和ケア病棟の受け入れ状況について調査を平
成 25 年度がん臨床研究事業「緩和医療に携わ
る医療従事者の育成に関する研究」班と共同
して計画した。本研究の目的は、わが国の緩
和ケア病棟のうち、認知症患者、意思決定能
力のない患者が入院可能な病院がどの程度あ
るかを明らかにすることである。 
 また、意思決定能力の低下に備えてあらか
じめ、医療・ケアについて話し合う、アドバ
ンスケアプランニングのコミュニケーション
プログラムの開発を行った。 
 
 
B．研究方法 
 【対象】2013 年 7月時点で日本ホスピス緩
和ケア協会に加盟する緩和ケア病棟 251 か所
の責任医師 
【方法】郵送法。未返送者に対し督促を初回
送付から 4 週間後に行った。アンケート項目
はホスピス・緩和ケア病棟の入院に関するこ
とであり、認知症併存患者に関する質問は以
下の５つであった。それぞれ、以下の患者の

入院が可能な程度を 4 件法（可能であるー状
態・事情によるが原則可能であるー状態・事
情によるが原則不可能であるー不可能であ
る）で尋ねた。 
・自分で身の回りのことができないなどの中
程度以上の認知症 
・認知症があり､幻覚･妄想･興奮･徘徊など認
知症の周辺症状(BPSD)を認める 
・過活動型のせん妄がある(認知症を除く) 
・活動性の低下など低活動性のせん妄がある 
・意思決定能力がない 
質問項目は専門家討議により決定した。 
（倫理面への配慮） 
調査は連結可能匿名調査とし、疫学研究の指
針に沿って計画し、神戸大学大学院医学研究
科の倫理委員会から承認を得たうえで実施し
た。 
 
アドバンスケアプランニングのコミュニケー
ションプログラムの開発については、体系的
文献検索をもとに専門家間の討議により作成
した。 
 
（倫理面への配慮） 
調査は連結可能匿名調査とし、疫学研究の

指針に沿って計画し、神戸大学大学院医学研
究科の倫理委員会から承認を得たうえで実施
した。 
 
 
 



 

C．研究結果 
2014 年 2月 7日時点で 155 施設（62％）が

回答した。以下の状態の患者の入院が可能で
ある、もしくは状態・事情によるが原則可能
である、と回答した施設は以下の割合であっ
た。 
１）自分で身の回りのことができないなどの
中程度以上の認知症（92.2％）２）認知症が
あり､幻覚･妄想･興奮･徘徊など認知症の周辺
症状(BPSD)を認める（72.8％）、３）過活動
型のせん妄がある(認知症を除く)（87.7％）、
４）活動性の低下など低活動性のせん妄があ
る（98％）、５）意思決定能力がない
（92.2％）。 
 
アドバンスケアプランニングのコミュニケ

ーションプログラムの開発については、体系
的文献検索をもとに専門家間の討議により作
成した。作成したプログラムは、平成 26 年
12月に兵庫県神戸市で行われた 2日のワーク
ショップでその実施性を確認した。 
 
 
D．考察 
認知症合併がん患者の大多数は、そのエン

ド・オブ・ライフにおいて、緩和ケア病棟に
入院が可能であることが明らかとなった。そ
の一方で、BPSD を認める患者においては約 4
分の 1 の施設で入院が難しいことが明らかと
なり、緩和ケア病棟に対する教育啓発活動、
並びに精神症状のマネジメント技術の向上な
どが、その受入れの改善に有用な可能性が示
唆された。 
また、アドバンスケアプランニングのコミ

ュニケーションプログラムが開発さｒて、そ
の実施性が医療従事者対象のワークショップ
で確認された。 
 
 
E．結論 
認知症合併がん患者の大多数は、そのエン

ド・オブ・ライフにおいて、緩和ケア病棟に
入院が可能であることが明らかとなった。一
方で、BPSDを認める患者においては約 4分の
1 の施設で入院が難しいことが明らかとなっ
た。 
アドバンスケアプランニングのコミュニケ

ーションプログラムが開発さｒて、その実施
性が医療従事者対象のワークショップで確認
された。 
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